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4. j去の問主主点

UP 小｜十ボミーンダー／レ制廃止および上地改革法

は単にザミーンゲ－1t.-lMの廃止を規定しているだ

けではなく、廃止後の士地をめくる諸関係の抜本

的再編成を茸凶したものであぺた。それは，ゴホ

:H4カ条から成る膨大なもので，中間介在者制度の

廃止，補償金の査定と支払L、方法， 廃止後の土地

管理機関としてのガオン・サマージ（（;aon Samaj; 

の機構と権限，新しい保有権の種類と権利内容，

地租の査定と徴収の仕方，協同組合農場の設立と

日た諸問題を扱ってし、た。 このi去の主要な問題
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( 1) 地所の同家による収用と補償金

十1-1内のすべての地再！？が官報上で州政府が指定す

る日全期して， 国家に収用され，それとともにす

べての中間介在者の権利，権限が消滅する。

補償金は純資産額の一律8倍祁当額とするo ザ

ミーンゲール制廃止委員会は格差づけ補償金を勧

汚していたが， それは憲法に違反することになろ

うと L寸配虚かん補償金は一律8倍とし，それに

加えて納入地穏額l71ルピー以下のザミーンダー

ルにl1, 納入l也租額規模の大小lこ応じて純資産額

のl～＇.20倍初当額の再生補助金が支払われること

にな，》た。こうして実質的にはザ、ミーンダール制

廃止君主民会の勧告よりも多額の補償金がザミーン

ダールに支払われることになった。それは特に中

小ザミーンゲールに釘手I］であった。納入地程額規

模により所有地1ヱーカー当たりの補償金額は異

なるが、州全体の平均では約:-llルビーで（／122），地

価のほぼ10分の 1にすぎなかった。

支払方法に関しては， はじめは明確な規定がな

されていなかった。 しかし法案が州立法議会下院

の第2議会を通過して， 上院において審議されて

いた 195砂年11月にいたっても， 17,fi意ルピーを巨標

とLていたザ、ミーングー／レl!llJ廃止基金への小作人

の納入額は2億7000万ルピーにすぎず，補償金を

全額現金で、支払うことは不可能なことが明らかに

なった（；今231。このため， ［補償金の支払」、は現金
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あるいは公債あるレは一部現仇 －部公債によっ

てなされる｜という条項が付加された。

(2) グ寸ン・サマージ

ザミーンダーノレ制を廃止した後の地税行政上の

間隙を埋めるために， 地税行政の末端機関として

ガオL ・サマージの設立が規定された。それは法

人であり， 訴訟当事者となることができ，その法

人としての名義で動産， 不動産を取得， h干f，管

理お上ぴ譲渡する権利をもち， また契約当事者と

なあ権利をも，－）。樗日立員は村に居住するすべての

成人であるコガ寸ン・サマージにはキf内のブーミ

ゲ－Jt.-権， シールゲ－1t.-権のもとにある七地を除
くすへてのJ:l也、森林，樹木、漁場智定期市場，

常設111J話，祭I打、井戸，貯水i也採石場，水路，

道路， 住宅医が・I副長する。ゲオン・サマーシの一iご

に土地管理委員会がi釜山されて， J：記の土地，財

産の管理，監督にあたる。 ジ長占む｝也の賃貸借白は土

地管理委員会を通じてなされることになり，村パ

ンチャーヤ卜と並んで村内の政治的対立を緊張せ

しめる要因となった： c.J,o 

刷新しい保有権

UP）、H小作法。）もとでは 20数障もの小作権があ

Jたが， それらはがミーンダ－，t.-;fjlj廃止後4種に

整理された3

し ブーミダーノレ権（Bhumidan¥

旧ifミーンダー／レはその臼耕地たるシール，ク

ドカーシトおよび林地に対し， また擬｛以所有者と

いわれる下級所有権背や譲渡権をもっ占有ソ！、作人

tr.どはその11jff±也に対し， 11重Jil'tワにフーミゲーノレ

権を取得した。

それに加えて，補償金捻出のために，小作料の

10～12倍相当額を国庫に納入した小作人もブーミ

ゲール権全獲得した。

ヅーミダー／レ権は相続， 議i震ができ， 土地fとし、

かなるロ的にも利用でき，追い立てにあわなし、。

同窓ーに地税を納入する義務がある。その額は小作

料の lO～ 12倍相当額を国庫に納入してブーミゲ

ール権を取得したものの場合は元の小作料の半額

で， 白動的にブーミゲーノレ権を取得したものの場

合は元の地税額のままであったG

ii. シールダール権（Sirdari)

ブーミグール権を買い取ったもの以外の小作人

はほとんどすべてシールダール権を取得した。

シールダール権は，相続できるが議渡はできな

L、。政府に地税として元の小作料と同じ額を納入

するけまた土地の利用は農業， 園芸および畜産に

限定され， それに違反した場台には追い立てられ

る。

iii. アサーミー権（Asami)

IIJ中間介在者の林地のノト作人， 抵当権者の又，j、

{l人などに安定した小作権を与えるために規定さ

れたじ またブーミダー／レ，シール夕、ールがi去でふ己

められた賃貸をする場合の賃借入もアサーミー権

全もつ。譲渡はもちろんできず，土地の利用も農

業、園芸，畜産に限定されている。それに違反し

た場合，または小作料滞納、 賃貸借期間の満了，

あるいは上地保有権者Aによる白桃作のための土地

取戻しを理由として追い立てられる。

iv. アディヴァーシー権（A<lhivasi)

！日中間介在者の自耕地たるシールの小作人，そ

ぴ）他のX小作人であったものに与えられた権利

で，法の実施後5年を経てから小作料の15倍相当

部を地主に支払ってブーミダール権を取得するよ

うにと規定されていた。 もしそれを納めることが

できなければ，追い立てられることになっていた。

L カ‘し、 1954年の修~法によってこれらアディヴ

了一シーにはシールゲール十雀が_l_j.えられた。

fティヴァーシー権は一時的なものであり，し
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たが JてLTI》：Illの新L＇，、保 fTl；在の主要なものはブ

ーミゲーii／ と〆 －！レゲー／レであった。 「でに恰jし

ておL、たように， これら二百Aのi正乃ljはザミーン夕、

ル制廃止委日会の勧告になL‘もので， ザミーン

ゲ－）しに対する補償金を捻出するために設けられ

／こも，nであ ＂） た。 そしてそれは第二次ilt界大戦中

から戦後にかけて続L、た A 般的le経済の好況と京

i宅物不足に上る高価格によソて，畏J(f衿／）経済状

態がよくなっているという恕定にもと J 八、てレた

（、 t2ciJ。しかしリミーンゲール;J)iJ&riJtlk会への小作

人心 jぇ）之：が子期したほど強くないことかl~J らかに

(j._るとう uド Hli攻~：r ；土地方宵吏，！ 1-i］民会議iflミ覚 L-t

j安自Ii，ノ：トワーリー， 新たに選出された十小、ンチ

γ－ ・＼＇トグif生職はなど士重)j民しぐ小i1：人山i：見｛！｝に

あ7ニ，f,こ｛！川 c それにも九lミ点，Jyらす一、 け〆〉さ tく

ザミーンダール制廃止法i立は千i初J)tel 際の ＇.！};1］に

もJ主しなか ！／三,J

14) 土l出（呆台iニ対する諸制限

1主制；.！＇.；： ｝での増加企ll}jくために、 り｝4プ二一力一

〔lリ54々 の怜止により；l'iiエーカーになる）以干の保

訂地の分：g1jが禁止された。 また土Jill（，＇）集中を防 Jr.

・j-るために‘将来l土；m工ーカー（ 1958 ij Lリ苦tEによ

り l~ ） ;i エーカーに下げられた）以とのい也1&1与を rx

1じしf二d し力 hし、 現在：の保有地悦慌にはなんらの

[ll,f I支をも謀主な刀、〉たυ 主た、士j也（I）賃ici'ft伝子，

未成年者、 情神的 J:i 上び肉体的不H 古， i尽人， •ii.

人などの場 ft~と除いて認められ広かった。

しかし、 良作業の遂行にあた J , ・c Ull!.1Wc11 t在者ー

を日JJけあるいは1私同することによヮて宅 J:J也しf):'i二

h ストJ：；＇；；民層の）正 ）Jによ v》て修正条項として押入

されたものであった。 自作農層の多い西部出身の

議日はそのような規定に反対してし、fこe 地主はi王

とんどすべて高位かーストに属し，物納小11'をI認

めるこ左に賛成していた（／＇ 27 l。地主自耕地たるシ

ール・ケドカーシト，小作保有地の現存規模にな

んらflj¥J阪を加えなかったことと関連して， この物

納小作の公認は古い諸関係を農村に浅ιせしめる
ことになった。

15) 耕作協同総合の設立の奨励

耕作協同紹介の，＆立に関しては二つのか語、が規

定されてし、る。

一つは，：mヱーかーまたはそれ以上の上地に対

しプーミゲール権またはシールダール権をf干して

1じるガ、オン・サマージ心構i戎員 10名またはそれ以

上れ 協同組合農場の設立を望む時は，州政府協

Iiヨ組合局長官1こ申請して許1,rを得るの

｛也は、非経済的保有地に対しプーミゲール権ま

たはシールゲール権を有する者総数の 3分の 2以

i：が‘ そのような保有地の総面積の3分の2以上

を｛民ffしており、 連帯して協同組合農場の設立を

；ド請するならば， 県長官はそのような保有地の伐

余の保有者に対し協同組合農場の設立を命令する

ことができるというものであ ＇！ た。

以上のように， いずれの場合も宵吏の許11Jを必

要と L，協同組合農場の設立は，農民の自発的，意

志と同時に，政府の意［古Jv、かんにかかってし、るこ

とが明らかであるc

斗 * 斗

！主物enイ；1；を t支け取るよう t；＿契約を民貸｛！？とはみ このYL’iさに長jし，会議派か九脱退したガンテ了，｛

な5なし、として‘物納，］、作を認め口、るのこれi土 J:::J'i者たじのグループである人民会議派（People、計

l直接生産過程における労働力を． I:として中・依 ('ongre叫を代表してT ・シンは次のように述べ

日ケース卜に属する小作人守 又Fト作人あるいは諌 fこ.， 7＂ーミゲ－ 1［；権はすべての小作人に無償で与

.i,Mtなな良l：ツ；防庁（こ依fr「るlJ i’川，／＞ii[品＼J>i0i /j えられるへきである。補償金はもし純資産舶の8
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倍相当額を支払うことができなL、ならば引き下げ

るへきである。協同耕作者は又／ト作山一種であり，

政~＇.fIt小作関係を麟色ずると L、守宮市jを破ってい

る。その他の欠陥もあるが，政府がこの法案をた

だちに実施するのであれば喜んでそれを支持する

(i't28〕。社会党を代表してR・R・シャーストリーは

次のように述べた。法案は資本主主識と封建制の神

聖同盟を反映するものであり、 それを終わらせる

ものではない。会議脈はザミー／ゲール制廃止の

負担が農民にかかると述べた二どはなかった。し

かしいまやそれが行なわれている。ザミーンダー

ノレは自動的にブーミダーノレになるが， 小作人はブ

ーミダーノレ権を取得するために年間小作料の 12倍

相当額を払わなければならない。 「耕作者に土地

全1」という基本原則は実現されなれった。地主

に対し補償金を支払う必要かな十。政府が補償金

を払おうとするのは現f子山任会経済制度を維持し

上うとするからであり， 私伝財斥を神聖なものと

する資本主義的観点にたっている。結論としてか

れは， この法案は地主制を終わらせるものではな

く，農業革命を阻止しようとするものである， と

述べた。以上がシャーストリーのほ対の要旨であ

ぺた＇ 1'29〕。

地主を代表する党である民主党しつv・シャーは
次のように述べているu 格f賞金：主公正でも衡平で

もない。政府はザミーンダーノレ制廃止基金の目標

額を集めることができなかった以上はザミーンダ

ール制廃止を延期すべきであるQ また同じ党のK・

C・ナーラーヤンは次のように述べている。政府

内日的は国家と耕作者との間の中！日i介在者を排除

することであった。 しかし物納小作が認、められ，

農業労働者の雇用が禁止されてL、ないこと． ガオ

ン・パンチャーヤトがザ、ミーンダーノレに代わって

地代徴収の機能を果たすことは政府がすべての中

！許j介｛E者ではなく，地主だけを排除、しようとして

いることを意味する。現在のが1220万人の中間介在

青山代わりに 2000万人もの中間介在者を作り出そ

うとしているのに等しい。現行の小作法でも小作

人は安定した小作権をもっている。新しい法案は

小作権の内容に何物をも付加しない。政府の目的

は経済的なものではなく，政治的に地主の勢力を

弱めようとするものであるい30)0 以上が地主側の

反諭の要旨であった。

U PHIザミーンダーノレ指j廃止および七地改革法

案は 1951年1月16日に州立法議会を通過し， 1月

24日にインド大統領の認証を得た。

5. 新インド憲法における財産権条項

u P州、！のみならず， アッサム，ピハ｝／レ，ボン
ヘイ，マドラス， パンジャーブの諾州ですごミーン

ケール制廃止もしくは土地改革に関する法律が制

定または審議されていた頃， 中央では憲法制定議

会において新しいインド憲法革案が審議されてい

た。諸州の土地改革立法は， 1947年8月15日にイ

ンドが英連邦自治領の地位を得たのちも有効であ

づた， 1935年のインド統治法に定められている連

邦政府と州政府との権限の分掌規定にもとづいて

し、た。新~＂（法においてこの連邦と外！の権限分掌規

定に大幅な変更を加えることは，すでにa,I]定もし

くは審議されている諸州の土地改革法の権威を毘

しめ，混乱をもたらすことになろうと恐れられた。

このため権限分掌に関しては，新鑑法においても

インド統治法の規定がほとんどそのまま採用され

ることになっfこ(IJ31)。

iιi家による財産の強制収用に際して支払われる

べき補償金に関しても，すでに準拠されたインド

統治法の条項が，ほとんどそのまま受け入れられ

た。 J.ネルーは国家が無償で私有財産を収用で

きるという条項を入れようとしたが， V• パテー
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rレらの反対にあI,', ，［＇，，、とどまら Jるをえなかっ

た。他方， ！司民会議派の右派議員は補f賞金という

ことばの前に「正当なJもしくは「適正なj とい

う形容詞を付して． 国家の収用する財産の市場価

格を補償金として支払うように要求した。 これに

対しては，ネルーおよび数人の閣僚が反対して

い上32），けっきょくは両者の妥協としてつぎのよう

な条文が提出され，採択された。

「第：31条（財産の強制収用）

( 1 I 何人も， 法律の認めるところによるのでな

ければ財産を没収されることはなレ。

(2) すべての財産の公共の目的のために取得す

るには， その財産が動産であると不動産であると

を問わず， Jた， 商工企業の権益であると商工企

業を所釘する会社の権益で、あるとを問わず， その

取得を承認する法律の規定に基くことをと要するも

のとし， かっ当該法律は，その取得した財産には

し補償する旨お上ひ補償額を定め， ならびに補｛自

棋の決定の方法および交付の方法を規定するもの

でなければならない。

(3) 州立法府が制定する 121rnに規定する法律
は， 大統領の考量を求め，その認日正を得た後でな

ければ効力を有しなL，、o

(4) この憲法の施行の｜祭HI立法府において審議

中であり， その後当該州立法府がぽJたした法案が

大統領の考畏を求めその認証を得たときは， この

憲法の規定にかかわらず， 当該認証を得た法律が

(2)1良ーの規定に低触することを理由として裁判所に

才打、て審査されることはなL、G

(51 省略

(6) この志法施行前同月以内に肱行された国家

の法律は， ］，；：法の施行後3月以内に大統領の確認

を求めるこどができるυ 大統領が公 ~1＇でこれを確

認したときlt, ,[j ；（~法n日A この条12)J民または l~J:\5

32 

{f.インド統治法三99条（2)1貨の焼定に低触すること

を理由として裁判所におL、て審理されることはな

¥ •" J ( -L お）

こうしてインド統治法の財産権条項をほぼその

ままの形で継承した第 (1), (2）頃では財産の強制収

用は公共の目的のためにだけ， しかも補償金にっ

かて焼定する法律にもとづレてしかなされえなL、

ことを一般的に規定していたけれども，第（4）およ

び（6）岐において， 当時制定もしくは審議されてし、

た諸外iの土地改革に関する法律を裁判所の審査権

外におくことによって， それらの速やかな実施を

可能ならしめようとしたのであった仙34¥

J .ネルーは提案理由説明のなかで， 国家が財

産を収用する場合には公正かっ衡平な補償金が支

払われなければならないが， 公正あるし、は衡平の

基準は広く社会全体との関連で定められるべきこ

と， 様償金額およびそれを算定する原則は立法府

が定めるべきであり， 明らかに法律を侵害もしく

は憲法に違反しないかぎり， 弘法府が介入すべき

でなレこと‘ ザミーンダール制度の廃止は国民会

議派の公約であり，必ず実現しなければならない

こと， そのためには社会全体の意志を代表する議

会の至高の意志を司法府が裁くべきでなヤこと，

などの諸点を強調した。 UP州首相G・B・パン

トは， UPHIザミ←ンダーノレffjl］廃止法が公平な補

償金をザミーンダールに支払うことを規定してい

るにもかかわらず， ザミーンダールやタールクダ

ールが訴訟を好むので，第（4）項を挿入せざるをえ

なくなったと述べた。また，衡平の基準は国家全

体および社会全体の福祉で‘あり， L、かなる階級も

またし‘かなる権益もそれを妨げることは許されな

いと述べた。

〔TP fMの地主を代表して憲法制定議会に出てい

たB・A・ラスールは， 特に（1)憲法第32条第 lJ頁
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におL、亡すぺ亡の者が最高裁判所に提訴する権利

を与えられて＇・、るにもかかわらず守 UP，ビ y、－

1l,，マドラス：卜l・I（／）地主だけが第：ll条第4項および

f,f} (i i夏によ〉てその権利を剥奪されることには承

ll民できなt', (2）商工業財産とザミーンゲール財産

とを［〈別して司 ザミーンゲール財産の収用のみを

裁判所の審査権限外におくのは法律の前の平等の

原則に反する，と批判した。

ネルーの提案した憲法第：－H条原案に対し，財産

の国有化を主張するものから，強制収用に際し亡

は公正方 hつ卜分な補償金を支払うべきであるとす

るものなど，多くの修正案が提出されたが，け，》き

上くは原案に才！？子字句の修正を施したf二け亡 J: 

述のような条項がEM9年9バに採択された川知。

れL2l) 、4！ ：（よれい 11 ，，ト1; l’ ι ：•；＋＿ j也以

苧江、」（『ア／アtti丙J,4 fr 8 , 11 ，；，乃さ：l;J, 1963～ 

G4'f〕っ

（け22） 九IL Dantwala，“Financial Implications 

of Lane¥ Rぞforms、Za口1indari Aholition，” Indian 
JりIiγnalofλHγicultuγαI Econo111i目、 vol.17, no. 4 

(Oct.-Dec. 1962), p. CJ. 

( /L2:l) The Pionee,, flecemher l‘lリ50.

(il24) ll I' Illノ、ン乞？』 γI・ l i治i.',:-1, ' ・; '. i1< 

初 vいてノイ γ ーケ I·.• ，＿，＿古本 iI 19,19 ¥j 2 JJ l’ {jなれれ

y’＂人 111000人uト20(Xl人lJ下に一 ）内力オ J ・十／

（村：＇，＇.イオ；： 7；段） ，＇，－＇没院す乙 '. うJH＇：，地税ff';i:'
i且c，ト「12li2496；：長JI , .r'ii託さjI f ぅ 4 〆・~， .、ー./) 

~－~ i土：lヴ61:19てあ J竺。 l 二人点、ずミー J 7 - ,, ;j;ijf{正

rl・ fノよベ JJ也，；＇i下泣、；てιC. J L、て；Qitiさj10プ＇i'／ ・
斗 J ン；-ti！；［，刊行！ と地再t1'r定単位付を対象に1乙も

・，ごあ 1），て J, ~1W 8 Jj4000に攻λf,, 7} tン・サハ

C /J )-',- • ＇十.， -:.-,, ；佐ドスが！官仰す乙 L 二／） I, Y; I)' 

/l,' ,r,Lが’L~-- .+-" ニノJため人1I 250人以下、）fjtf; i, l 

！土十J主；G_,l；－ず）ドt::{, fii L.τ J也事tr，うじ単（，＼ 十t/J数合 7Jj 
2428，：減、 l！， 十i,!)_[ J 、に／.• ;j ／・寸戸、 主／！：？i:1る

こと i'' • .，子.， 1%2;1刀o I tノ＇；，二・ 4 ・ Jノペ i{"! 

カ4ーン・サ J ーに統ーし I Jtl；竹内委員土：よそ，＇；

下；＇，i'.l世間とな－－－－て、ろ O

v_ L噌 Purwar,Panclw）’ats in Uttar I'ra,lesh (Ltト

cknow, 1960), pp. 113, 117. 

（バ25) Charan Singh，“ Have Peasants Become 

Paupers＇”The Pioneer (April 29, 1951）ー
( 1 J:26) The Pioneer (February ::l, 1950）ー

ソー ミター.，，と〆ーノLダーノしをlく月I)したことに対 L¥:_"1

h＇.｛プ議伝的自己に 4，反対があ〉た。先にiJ及 Ltニンョシ

ァ i・ナングの術導者で，のちに会議派に加入した

Dwarka Prasad l¥1auryaはザミーンダ←ノι市ilit 1L: ft 

（，間選出委只会に少数，U(,1.,1；を提出してつぎのように

主ヘてい任。

「＇~~），；の Iii！に！ぇ日I）を設けるへきでない。もしそう L 、ぅ

二七をするならば，この上；｝也改干の日的が無；心、味にな

るc tソ、とのむのかひとしくプ ミタール絃を ＇i・えら
il芯ヘラとある。jまf二，アディヴア ン 権に関して

ii, .5 '11をとなければプ ミダー；L権を取得できない

とL 'H!.'i工；t, L _L Lて後i並＂丹カ←ストわ上ひ、コドロ I角主

Jl注l(,!JHi I｝である χ小f’i人不J6α）万人をプーミターノレ

格かん「iiめ出すものであるとマウリヤーは批判してい

J にかれ：tli!J1主主の(I耕地保ちに30ェ カーか

¥j;:J[!H '"i: ,;l'. iよ iI：とJ足本LてL、t土0 

1 Tnnis Sau Unpachas Isvii ke Sanyukt Prantiya 

χamindari Vinash aur Bhumi Vyavastha Bill par 

Sanyukt Vishishta Samiti (Joint Select Committee) 

ki R.iport (Lucknow, 1949), rP-17～18. 

こり報（日，1}の即応力絞ぷは？ク rウ犬学学Ii'_であ〉た

Vijay Hniyal ,'>H/J: iご上る。

(il27) The l古oneer,June 24, July 5, 1950 

'~ ，－，に，i也仁議員十tH米ノ）土地取得に対する首＼lj阪を100

ハーに引E上けるようにと主張 1ていた。

( 1128) The f》wneer,January 11, 1951. 

(/129) The I》'irmecr,January 11, 1951. 

〈注30) The Pioneer, August 4, 1950.ザミーンダ

ノi告1)1経i十（お l:U；土地改革法案に対する地主ffiiJの反訟

のd初｜については，“Landholders’Noteon Dissent 

to Select Committee，”（1), (2), (:l), The Piοneer, 

Fehruary 3, 4, 5, 1950‘ 

J. Prasad，“Compensation Clauses of the Zamindari 

Abolition Bill，＇’ (1), (2), (CJ), The Pi仰 eer,May 5, 

8, 10, 1950. 【lo. ，“Zami町lariAbolition Bill，＇’（1）～ 

げi),The Pioneer, May :-n, June 7, 9, 11, l:l, 15, 1%0_ 

( il',ll) M. F. Francia, lV est Bengal and the 

Federalizing P, ocess (Princeton, 1968), pp. 132～1ci:1. 

( /l 32) M. F Francia, p. 12fi. M. V. Pylee, 
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Ⅲ地主の反対運動
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Constitutional Government in India (Bombay, 1965), 

pp.292～293. 

C,t33) 収議院法：l;ljl,,Jそ ，l)｛位ぷ『fンド惹tJ;j(il{l府1

30 f ), 55～57ペーン。（訳文にお： 1み！！を加えt:)

(d一34〕 「ノト：杏，1;：；唱31条（4)'t'i；よUI》！IIザミ ン I

一～；1;11116止）；を、＇ii

士地己k，＇！，：「1、ζ，（｛）Ji」ツマjjりから＜（，＿；， l めよう Jする J、
が， 万：古住「I',~: f; ,n,;5 ; "1三あー》ナごとー引に認めVl iてい

た。IndianInstitute円fPuhlic Administration, Kew 

Delhi, Th<' Framingυ,r India＇，、（三mstitution: a 

Study (Bombay, 1968¥ p. ::!91. 

（；主35) Indian Institute of Public Administration, 

pp.281～29リ．

（、onstitutiοnalA,semhly J)ebatc, Vol. !-1, no. :H, 

10th Septem her 1848；、 Vol.'i, no. :,2, 12th Septem 
ber 1949. 

IJI J白L(J)反X行軍政

1. UP州民衆党 iPrai口 Party）の結成

U P,J,IL'z:広議会における法案審ぷの過程および

インド制憲議会における財産権保護条項の修1Eか

らみ亡、 CI',Jl-l・1fミーンゲール制泌Iとおιび土地
改革法，J)成立はもはや時間η問題ごあることがIIJJ

らかになってきた。それにつ,jl,て，地主ffl!Jの1x):-t

運動も州立法志会における法案審議の引延しゃ妨

害などのような消極的な形からより組織だった，

積極的な運動ノ、と発肢してきた。それは第IL二‘

地主の利益を守るために政党を結成して， 同民会

議派に対決する動きであり，第2に，ザミーンゲー

ル制廃止法、η合憲性を裁判で争ろことであ..，た。

すでに川立法議会における法案審議の過程で‘

1946年の選挙はインドの独立をめく.J て信任をと問

うたものであり， ヂミーンダ－ 11.--：もlj廃止の是非は

改めて州民投票を行なハてから決定するべきであ

ると， 地主議員は一度ならず主張してL、た。 1950

年 1月2ti日；二新しし、憲法が施行され， インド連邦

選挙が 1952年春に実施されることが発表される

と， UI》十Hの地主は政党を結成してそれに臨み，

ザミーンダールffil］廃止に反対するかれらの立場に

対し千f権者の賛同を求める意向を表明するように

なサたc たとえば；ーでにはやく 195り年 l片24口に、

（~.ナ－｝ ーヤンはハルドーイー卵、の農民・ザミ

ーングーノレ連合の会議におL、て， ｝也主の手I］益を守主

るために白由党（？ぢ、、J

があるとえ尽えfこU!、O J .ブラサードもジャハーン

ギーヌーバードで開催された農民・地主大会にお

いと，議会制民主主義を原理とし， H也およびE業

の凶む化iこjぷ；吋する者のための政党が結成されな

ければならないとi呼び掛けた（， I.2、＇o 5月にはいる

と， この構想はしといに具体化してきた。 j・プ

ラサードはラケ十ウ近郊で1沼かれた農民・ザミー

ン7ーノL集会の席上で， : t’j山な私企業，私有財

産、 di民的自 ID, i去の王山i性， 新しい富の倉IHI¥、

諸階級のJ~［，司の努力乞 j-gずる者すへてを一致団結

させる，強力な政党の結成が緊急に必要とされるo

J Jれわれの望むのは真の民主々義であ J、て， 生活

のすべての分野における無制限ふ一党統治ではな

Lイと述べて，国民会議派に対抗する政党を結成

する必要を強調した。こうして，新党結成の問題

を討議するために， UPHIザミーンダール連合が

中心にな〉て1950年 5月14～ 15日の両日にわた

り、ラク十ウにおし、て民主々義大会（Democrat，じ

Convention）を開催することになったiii.3）。

この民主々義大会におし、て，（11.，ドミーンダール

市I］廃止にあらゆる合法的方法で反対するようにと

ザミーンダールおよび小作人に呼び掛ける決議，

(2) U P州立法議会におけるザミーンダール許可廃止

法案の審議に対し， 国民会議派議員の提案した審

議日数制限の動議が採択されたことに抗議する決

共和国が成立L. での新志主主、にιとイく第 li'TH主 議，（3）農村の高桜所得および大規模土地保有者を

34 
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対象とする注業所得目を十II政府が導入したことに

抗議する決議， 14）新党結fl立の必裂を訴える決議，

および（5）その目的のために準備委民会を設陸する

決議、が採択された。新党結成を呼び掛けた決議

文はつぎのようなものであったしl

-＊）が同においてら議会市I］民主々誌を円滑に機能

させるためには、 市民的自由、私u財産権， i荷主
および工業における自由な私企業を擁護L, ,ti.t:( 

的自由の制l札土地および産業の国有化政策，労

資関係におし、て資本家に敵対的な態度、 ロシヤの

イヂナロギーを模倣した社会改革政策を反るi五i民

会議派に反対 jる政党を結成することが必要であ

ると， 本民主々諸大会i土台：える3 したがってここ

に、 その上うな政党の結成に賛同する全国！の菩名

な指導者お上び有力者ど接触して、 1%0if.10月に

1) -tしくはゲf7IJオ←；I,もし：はアーグラ』

で開催予定の次回大会に提出すべき規約案を作成

するた灼の委員会を設置するものである q 委民会

し＇）構 1えは P R. ll川、 Ra引 KrishanpalSingl1, Sar-

dar C. S. :¥n只re、SardarSir Sohl以 Sin只h,Na 

w日hSir JamぉliedAli Khan, lfaj丘ト1ahih日fOcl, 

Kunwar Sir Jagdishドτasaclとするυ 川 4' 

二の決議文からl¥f[C-，かなよ九；二， LTI》＋！－Iv）地主

たちはザミ－＞ゲール制廃止の問.ft.IT2:単に地主の

利益にけに関わるものとせずに，私有財産制度；♂

般の擁護の問題とし亡 τ 広く B産7号階級全体に！京

））を呼び掛：アたび〕であ J Yた〔！忌＇o

-tr五ellJ位五の以上のような符）Jに（ !v/J、jyじ

ず、 大l山J.の問にもすでに敗北意識が決！ワになり

つつあった r 主f二中小地主［土慨してい：！民会議派を

支持「るか句 もしくはtj1立を保－：，でした。民主Ji宣

言hの指導者ーのー一人 K・G・ナーラーヤンは， 「ザミ

ーング－！＼－・ Jウミ自らの将来にけして無頓着であり，

小if人がザミーング司ル市！！の存続を守iんでし、る ii~

にi自主自身がその維持に熱意を失っているJ(/1、引

とi疑歎してし、た。 8月に開催された UP1+lザミー

ンゲール会議においても， ザミーンダーノレ制廃止

法が利益にならない三とを小ザミーンダールおよ

び小作人に説明する努力を怠ってはならないとい

う決議が採択されざるをえないような状況であっ

た（(l 7 ¥ 

ザミーシダール制廃止に反対する者を全インド

的に糾合しようとする計画はなかなか実現されな

かった。 UP1十iザミーングーノレ連合の指導者令たち

は1950年10月に予定していた第2回民主々義大会

の開催を延期せざるをえなくなった。 11月になる

と， uP州のみでザミーンダーノレ：！活躍止反対を主
要な目的とする政党を結成する計画が示されるよ

うになってきた。そして12月17日にUP州民衆Ji

の結党準備大会がラクナウで開催された。 この大

会で民衆党の基本的立場は私有財産制度にもとづ

く民主々義の擁護であると宣言された。

UP  J十！民衆党の結党大会は 1951年4月5, 6 fl 

にラク？ウで各県の代表者計 1500人の出席のιと
；二開力、れた。新党結成の決議文には新党結成の基

本的、.＇／~:l坊が／〉ぎのように述Jごられている。

I i 1 i私有財産制度および私企業の制度を守り，

占米の文化・慣符・伝統から切離されない， 欠之

の恐怖から白山になり，無階級社会とか生産，分

配句交換手段の同釘化とかし、うような共産主義お

よび件学的社会主義の観念に支配された単一政党

および官僚制から解放され， 幸福で名誉ある生活

そi圭る＝とのできるような桂‘会？を群E立することを

宮う強力な政党を結成することを本大会は決議す

る。

この政党の名称、は PrajaParty (People’s Party) 

とL, 共産主義を社会主義に反対する者， 上に述

へた上うな11会の確立に賛同するものすへてがJJII

3う
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盟できるものとする。

(2）本日以後3カ月以内に加盟金l｝レピーで250

万人を民衆党に加盟させるものとする。

(3）総裁にはJ・プラサード，番記長にはK・G・ナ

ーラーヤンを任命する。（以下第4～10項省略）J也8)

土地制直に閉しては，農業生産の増加とその公

平な分配のため；こザミーングールと小作人が共同

事業の協力者となるように欄盤されなければなら

ないと主張したっそのために，小作人には永代査

定地域の回定地代率小作人がもっているような特

権を賦与して，小作権の安定，公正地代を保証し，

離渡権，賃貸権をも与える。小作人がザ、ミーンダ

－｝レ制廃止基金に払u、込んだ金はすべて返却す

る。すなわち地主側の考えはザ、ミーン夕、ールを上

級所有権者として残しておき，ノj、作人の支払う定

額小作料から地税その他の公課を差し引いた残り

の金額を永久に受け取る権利を持つ，年金取得者

のような立場を確保しようとするものであった。

一言にしていえば現状維持ということであった。

えだ，小作人に譲渡権，賃貸権を与えるととによ

り，実質的に所有権者にjFj:／九7ることにまでは，

鰻歩しようとするものであった。

このような民衆党の基本的立場に対しては地主

のなかからも疑閣が出された。州立法議会議員

Suresh Prakash Singh l土n ヂミーンダ－－ II／制度

の維持が民衆党の政策の主要項目であるかぎり，

新党の将来は見込みないと批判した（百一9）。

4月末から新えに結成された民衆党の指導者た

ちはUp,J十｜の各地を遊説して，支部の結r1丸党員

の加入を勧誘した。他方で，懸案になっていた，全

インド的な地主会議開催の準備交渉を進め， / Jい

に1951年4月末から5月はじめにかけて， lJド州

のアーグラーにおいて全インド土地所有者・ジャ

ーギ－｝レダーノレ会議（AllIndia Landowners' and 

36 

Jagirdars’Conference）がもたれるにいたった。こ

の会議の議長tこは． ピハールチト！の大地主ダルメン

ガーのマハーラージディラージ（Maharajdhirajof 

Darbhanga）がなった。この会識で採択された決議

のおもなものはつぎのとおりであった。（1）サウラ

ーシトラ政府がジャーギールダ－，i-;M, ギラース

ゲール舗を廃止する法案を提出したことに抗議す

る決議，（2）土地所有者の問題を討議するために，

中央政府に対し各州政府代表と全インド的組織

を通じて各州から選出される土地所有者およびジ

ャーギールダールの代表者との円卓会議を石集す

ることを要望する決議，（3）ザミーンダール制廃止

を速やかに実施するために憲法を改正しようとす

るインド致府の動きに反対する決議，（4）カシミー

ノレ政府が同州のジャーギーノレダ｝ルおよびザミー

ンダーlレに対して探った違憲な措置に抗議する決

Lりの致治運動：こ関しては， LTP'.i'Hの地主を代

表してこの会議の後侍委員となったp.クンズル

ーが，母国の秩序ある進歩を守るためには，強力

な‘実の民主々義戦線の結成が必要であり，その

ためにUP州民衆党総裁の提案した綱領を採択す

るようにと呼び掛けた（注11)。だが，この会議で採

択された決議は， 民主々義を守るために来るべき

総選奈lこ土地所有者階級が参加することが必要で

あり， その目的のために協力すべき政党もしくは

諸政党を調査のうえで推薦することを任務とする

委員会を任命する，というにとどまった位12）。けっ

きょくは，諸州の土地制度の康史の違い，それカ＝

ら生ずる農村における諸措級・諸階層間の関係の

差異， それに規定される諸州政府の土地改革政策

の違い，地主層の利害の不一致などのために，全

インド的な単一の地主政党の結成にはいたらなか

ったように考えられる。

この後， UP州民衆党は州内の支持層を広げる
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ことに専念し， J ・プラサー 1~· ＇ K・G・ナーラ

ーヤシらが各県を遊説してまわった。

以上のような地主側のザミーンダール制廃止反

材運動の組織化に対し， Up 州国民会議派政府は

断固たる態度を表明した。 UP州政府財務大臣

T•H ・〆ンはノJラーノじキ県の村民大会の席上，

民衆党の結成に言及して， つぎのような趣怜を述

々た。｜対民会議派はlι｝他年の選挙綱領におU、てイ

シドロ）独立とPミ－：，グール市iJの廃止を公約した

が，第1の課題はすでに達成され，第2の課閣も

片側）ち；うミくもあ， pた蕃:F.国がftOJ:されて，すでに一

部は実現された。残るはザミーンダール制の廃止

？あるが，これも必ず実現するt在13)C, 

2, UP ~1111ザミーンダール制廃止および土地改

革法の合怒性審査

すでに述べたように Up 外｜ザミーング－，レ制廃

止および土地改革法は 1951年1月24日にインド連

邦共和国大統慣の認証をえた。地主は＋M立法議会

における法案審議の段階で， 同法案がインド憲法

によ，，て保釦された基本的人権を侵害するもので

あるから， 同法の成立を阻止する禁止令状を発出

するようにとの申立てをアラーハーバードri＞＇に字裁

判所に提出していたO しかしそれは法案の段階で、

申立てが成立しないとの理由で却下されていた。

1月24日にインド大統領の認証がおりたとのラジ

オ・二コースが伝わると，ただちに約400入山地主

がアラーハーバード間等裁判所ラクナウ分所にお

しかけ，インド憲法第226条一高等裁判所の一定

の令状の発出権lこ関する条項に依拠して， UP州

政府がザミーンダー／レ制廃止法を施行することを

禁止する令状を発するようにとの申伝てを提出し

た。アラーハーバードにおいても， J.プラサー

ドを先頭にして4000人からの申立てが提出された

日 14lo 1951年2月はじめまでに合計約7000人の地

主から同じ趣旨の申立てが提出された（註15〕。アラ

ーハーパード高等裁判所は 1月26日に， UP州政

府に対しザミーンダーノレ制廃止法の施行をとりや

めるようにとの禁止令状を発した。 UP州政府は

この令命に従うことを表明し， 申立て審理の結着

がつくまでは， 申立てを提出しなかった地主に対

しても，同法にもと弓く地所の収用会告を発布し

ないと言明した。 こ二うして， 3月12日からアラー

ハーバード高等裁判所において， UP J-Hザミーン

ダーノレ制廃止および土地改革法の合憲法の審査が

はじまった（注l6）。

ザ、ミーンダール側の弁護士になった P.R. Das 

は主要な論点が二つあると主張した。すなわち第

1に， UP州政府が実施しようとしている中間介

在者の地所の強制収用が公共の呂的のためである

かどろか，第2に，支払われるべき補償金が法律に

規定されている補償金であるかどうかである。

第 iの点に関してはダスはつぎのように述べ

た。ザミーンダール制廃止法の立法の目的を規定

している前文には同法が公共の目的のためのもの

であるとは明示的に述べられていない。公共の目

的とは， 「社会の全般的利益に直接的かっ致命的

にかかわりのあるもの」でなければならず，また

ほ主定され，有形で， 直接的なものでなければなら

ない。そのような目的が同法において明示されて

いないので， サ’ミーンダール制廃止法は違憲であ

ると、ダスは論じた。

第2の論点、である補償金に関しては， それは収

用される財産の等価額でなければならなU、と，か

れは主張した。 ところが，ザミーンダール制廃止

法ド規定されている補償金はきわめて小さいもの

で，合法的でもなければ衡平ともいえない。さら

に，再生補助金は補償金の一部とみなすべきもの

で， その支払額がザミーンダーノレの地税納入額規
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慢の大小（こ応じて格茶づftられ心、ることは明ら

かに差別マあり，法律の前の平等の原理に反する

ど‘ゲスは論じた。 ピハール）IIにおいては， 1950

年ピハーJレ土地改革法（BiharLand Reforms Act of 

1950）が格差づけ補償金を規定してし、るのは，イン

ド鑑法第14条，法律の前の平等の条項に反するも

のとして，パトナ高等裁判所において煙室、である

との判決を下されているが L,17）ラ UP州の場合も

同じことマあると，ダスは主張したc

結論として， ダスは以下の 8.（，；を三子げてUP州

ザミーンダール制廃止法が違憲であると申し立て

た。

(ll同法はUP州立法議会の立法梅限外にある。

(2）同法には公共の目的がなく，また法律の規定

する補償金の支払いにつヤての規定もない。

i3）一部改公債で，一部t主再生補助金として支払

われる補償金に関する諸規定は憲法違反である。

(4）同法はインド憲法第四条（1)f項，財産を取得

し，保有し， または処分する権利，ならびに第1:3

条（2）項，基本的人権を侵害する法律を制定しては

ならなャ，という条項に照らして違憲である。

(5）同法法インド憲法第14条，法律のj)[jにおける

平等司の条項により無効である。

(6）同法改インド憲法第：ll条11）項により無効であ

←y 

もコ。

(7）問法はインド憲法第31条（2）項により無効であ

れ大統領の認証自体も認証されるべき法が存在

しないので無効である。

(81インド憲法第31条（4）攻は第：31条（2P長と矛盾す

るものであり，重要な立法機能を行政府に移管し

ているので無効である位l～
以！：：.CT)Iまかに，他の弁護七によ tyて，法入団体

としてのガオン・サマージを住民の同意なしに設

置する権限は州政府にない， という論点も出され
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T二九

uドチ［十｝ドミーンダーIレ制廃止法の合憲性審査の

判決は5片10日に下され，同法はインド憲法のど

の条項にも違反しないので有効であるとされた。

この判決で注目される第1点は公共の問的に関し

てである。 UP州、｜ザミーンダール制廃止にもとづ

く財産の収用は，より公正な社会族序をもたらし，

,J+lr＞農業資源のより効率的な開発を可能ならしめ

ようとするもので，憲法に規定されている「国家

政策の指導原理j臼 19）の若干を実施することを目

的にしているゆえに，合憲であるとされた。第2

に，補償金に関しては，憲法第31条（2）噴の意味す

る補償金とは収用される財産の等価額をいうが，

ただしそれは必ずしも現金で支払われなければな

らなし、とレうのではない， と解釈された。したが

ってUP州ザミーンダール制廃止法に規定されて

νる補償金は，法律tニャう補償金とはみなされな

い。しかし，第31条（4）項によって， 同法か裁判所

の審査権限外におかれているので有効であるとい

う判決であった日20）。

u P，ピ）、ール， マディヤ・ヅラヂーシ外｜の高
等兵判所におL、て， それぞれの州のザミーンダ－

yレ制廃Jj：および、土地改革に関する法律の台憲性が

争われてL、た頃， インド中央政府はザミーンダー

／レ制廃止を早急に実施するためにインド憲法に修

正を加えることが必要であると認めるようになっ

た。讃法（第l次修正〕法案が1951年5月13日に議

会に提出された。そのなかで，財産の強制収用を

規定した第31条に新たに2カ条が付加されて，ど

ノ、－ 1！.，，ボンベイ， マディヤ・フ。ラデーシ，マド

ラス， u V，ハイデラーパードなどの土地改革関

係の法律は？べて裁判所の審査権限外におかれる

ことになった。 この法案の審議の過程で，首相ネ

ノレーは地主に対してつぎのように呼び掛けた。
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「か）L九の安全／1裁判所にではなく‘ 1占P1のど

ころは岡山経済制度にかかハてL、石。 もしかれら

とえさ大な畏村人riとの間に平和がなければ、 かれ

らには安全が戸川、。 そのときはw本的人権がど 3
山， ：~1:1去がど－：， ,J)，設相imがどい！） といったご壬
は問題になムなくなる／二ろう.， I : , , 2,: 

長i去〔第 1大修！日法案［土1% I{f. 6 )Jゴ日に議会

士通過成立し、 lr¥日に大統領の認証をえた二、てれ

に吋L, ＇：、ール、 ブディャ・ 70ラテ、 ', Ul》

，）刊の地主；士， 暫定議会は憲法修正の権限をもたな

いという理由で、；：1§:it（第I次修1F)i去の違憲性を

最高裁判所に訴えた。最高裁判所の寄査は1851年

CJ )J 2(1日に終了し、 全員一一致でその(t志性を認め

る判決7）ゐ下されど 2とつ

3. 地主の敗北

1%0年中間に『第 l次総選挙に臨む各党の綱領

が発表されるようにな 1たっ

[J1民会議派はそen選挙綱領のたかで， jヂミーン

ケ ,c制、 Jγ 一千－r，ケ＿，， ;i;iJその他類似の諸
制度山廃止を速や元通；こ実現 L！＿，：ければならI:よ＼、，

小作人.Jj上び土地の耕作者にtrL保ff権の安定と
公正J也代を保障しなけれLUc人な喝、j と述ず＼てい

fこ（ 1_2:, 0 

1950年はじめに国民会議派から脱退したCP州

立法議会議員1J＇結成した人民会議派を母体にし

て、 lリ51年 fiflに生士れた農民・労働者・人民党

l、Kisan・＼・！azdoor・PrajaF arty）は‘［耕作者に土地

主fjをス口ーガンにして、 つぎの点を強調した。

I 1）農民的所有制を確立することc

12）保有地の零細化を防止するために、分割の結

果保有地が経済的規模以下になる均合には分割を

？足止すること。

13）現在あお非経済的規模の保有地を耕作協同組

合に組織すること。

14）購版協同組iTを組織すること。

ほかに，特にUP州につL、て，ザミーンダール

制廃止基金への納付金を小作人に返還し， ブーミ

ダ ル権を無償で耕作者に与えることを公約して

1、＇：－ '•l:!4 l 

インド社会党（日ocialistParty) i土， 1950年6月

:io山こ18項目綱領を発表し‘ それにもと／九、て，

1950年7凡に選挙綱領を明らかにした。そのなか

で上地改本に，) ＼、てはつぎの諸点が強調されてい

ナ，
F」 i

(1）ザミーンゲールIfillの無償廃止。ただし／トザミ

恥ンゲールには再生補助金を与えるとと。

(2) t二地保有規模の最高限度を30ヱーカーにし，

それを越える士地を国家が収用する。ただし：lOヱ

ーカ」以上 l()(Jエーカーまでの分iこっし、ては，適

正地代にtとr,1，、て算定した年金を土地を収用さ
れる者に対し 10年間支払う。 100ヱーカー以上の

分は無償で収用する。

(3）すべての耕作者家族がかなりの水準の生活を

維持しうる面騎，すなわち経済的保有地 (12,¥,fエー

カー）を保千iーするようにすること。

(4）剰余地の再分配は分散保有地の整理統合とlnl

11寺になされること。

(5）農業の生産，流通，分配はすべて，村ノξンチ

ャーヤト，地域土地委員会，ナH土地委員会，連邦

土地委員会とレう系統的組織を通じて，統一的計

i屈にLたがってなされること (i!-25)0 

イレド共産党はつぎのような土地改革案を提示

しだれ

I 1 I地主の土地を農民および農業労働者に無償で

引きj度すこと。

(2）農民の農業生産手段の購入に対し長期・低利

の融資を行なうとと。

(3）／整i院施設の修従・建設に対し国家の援助をlj.
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えること。

(4）農民の負債を帳消しにすること。

(5）農業労働者に適正賃金と生活水草を保証する

こと（注26〕。

さらに， UP外｜郵政職員， カーンフ。ルの綿業関

係労働者，事;If業および運輸関係労動－者，教員の間

で影響力の強かったボ／レンエヴィク党＼Bolshevik

Party），東部UPで勢力の強かったUP州革命的

社会党（C.l'. Revolutionary Socialぽ PartyJなど

左翼諸政党も司 ザミ－＞ ＜／ール君事jの無fi!Blti：を主

張していた。

以上の諸政党のなかで，農村地域において会議

派にある程度対抗できる札織をもっ口、たのは，

1930年代以来UP州、｜の農民運動におνて指導的役

割を果たしてきたナーレンドラ・デーヴァーの率

いる干士会党であった。 問党はヒンド・キサーン・ノミ

ンチャーヤト（Hindlむ叫nPanchayat）の/if,・Jj,JJを通

じて農村山岐にかなりの支持層を把握してL、た。

ヒンドゥ・マハーサパー（HinduMahasabha）は

私有財産制を擁護したが，耕作者がその労働の成

果を亨受できるように農業経済を再建「ゐことを

公約した（注問。

大衆連盟（BharatiyaJana Sangh）は農民的所有

制の確立を主張し， ジャーギーノレダャル制および

ザミーンダール制の有償廃止を公約しれ、た。し

かし，ジャーギ－Jレダ－Jレやザ、ミーンダールが農
業者に転化するために十分な土地を留保できるよ

うにするべきだと主張してL、た位28〕。

以上の左右諸政党の動きに対し， UP州民衆党

はその立場をつぎのように述べていた。「会議派，

社会党お上び会議派反乱分子（農民・労働者・人民

党のこと）は同ーのイデオ口ギーをもってL、る。そ

れらはロシヤのイデオロギーに依拠して国家によ

る独占と無階級社会を主張している。 ヒンドゥ・

40 

マハーサパーは狭量なコミュナリズムに偏執して

ヤる。

わが民衆党は私有財産制と私企業iliflを擁護し，

伝統・文化にしたがって国を発展させるものであ

る。」（社29)

［！？州民衆党は 1952年 1月に開催された選挙会

議で以下の3点を地主に呼び掛けた。

I 1）会議派に反対することがすべてのザミーンダ

ールの第1の義務である。

i2）ザミーンゲールは民衆党の立候補者に投票す

るべきであるo

(3）民衆党の立候補者のいない選挙区では，その

i也i疋の世論を考慮したうえで民衆党が推薦する立

候補者iこ投棄するべきである。

民衆党総裁J・プラサードは， ザミーンダール

には 202万人のザミーンダールとその家族を合わ

せて 700万票もの武器があり， それをもって会議

派を打倒しよろと呼びかけた rn30J。民衆党は地方

によって大衆連盟， ヒンドゥ・マハーサパー，ラ

ーム・ラージγ ・パリシャド（RamRaja Parishad) 

と選挙協定を結んだ〈注31)。

u P州における州立法議会の議員選挙は 1952年
1月22日にはじまり 2月21日に完了した。その結

果，次表に明らかなように， 会議派が有効投票総

数の約48%を獲得し， 430議席のうち390を確保し

た。 UP州民衆党はわずか31万葉を得たにとどま

り，立候補者数回人のうち当選者は2人にすぎな

かった。

総選挙後， UP.J+I民衆党，大衆連盟，ヒンドゥー・

マハーサパー，農民・労働者・人民党，ジャグザ

ニアル土地保有者党 (JagmanpurLandholders' Par-

m，民主党tこ属する地主出身議員14名がサンユク

ト・ダ／レ（SanyuktaDal・・・…United Party）を結成

した。その指導者の 1人がV・シャーであった。
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に役立つように分配しようとするものである。

‘中略…...i＇公共の呂的』ということばは，特定

の法律が制定された時代の精神にしたがって解釈

そのように解釈するならされなければならない。

国家による収用は公共の目的のためになされ

たものだと認められ，る。J(IU:JJ「小作入tこブーミゲ

ール権を賦りすみことにより ！1•れらの地位を，；Iき

位に引き下げることを目的とする法律は民主主義

川家において公共の目的に欠けるとはいえな＼ 'c, ' 

、l'・ fル裁判官ダスも，土地の！Jiffもしくは国家菅j盟

は民l家政策の指導原則を実施するために必要なおfi

他方大ザミーンダーノレをブーミダー／レの地上げ，
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会 議派
社会党
農民・労働者・人民党
大衆連盟
インド！七産党

指定力ースト連合
ヒンドゥ・ 7 ノ、ーサパー
ラーム・ラージャ・ノfリシャド
革命的社会党
前衛ブロック

ボル L ュグ f ク党
：革命 i'e-1 共産党
u P州年ι命i't/J社会党
UP HI 民衆党
無所属

公共のい的に合致すると論じた（民ぞあり，有権者総数： 31,763,828

（出r1r) l、 J.Moore and C. A. Freydig, [,and 
Tenure Legislation in t’ttar Pradl'sh (Berke-
ley, 1955), p. 54. び土地改革法はインド最高裁判所において合憲で

あるとの判決が下され， 1946年a月8日にUp ,J+I 
J'r..訟議会におし、亡ーがミーンゲール（Bil廃止決議刀ゐ採

択されて以来“if二を経過した！%ゴ年7月111 に施

行されることになった。

lJ Pナ｜・｜立法議会議員選挙の結果および最高裁判

UP  J十iザミーング＿，レ制廃止法お上二うして，

その目的はザミーンダーノレ制廃止に反対するので

はなく附ミーンダ－｝レ制廃止法およぴその施行規

｛言Vif：を加えなが↓コIU"fミーン

ダ－Jレ盾の利益を守る圧力団体として活動するこ
則の政府案L対し，

u P州政府i1相G・8・パレ月七＇）判決について，

「ザえーンダールたち

選挙民に対す

かれらは絶対多

数でもって再びわれわれを選ひ＼この措置（ザミー

ン夕、ール制廃止のこと）に反対したもの，特に民衆

ザミ－：，.＇／ール制廃止に反対する地主μ浅され

た最後の手段は， 1951年5月10日に下されたアラ

ーハーバード高等裁判所の判決を不服として，最

高裁判所に陀訴することであった。 l9fi三{f-1月iこ

p. R.ゲスがふたたび地主側の弁議：iτとして，

32】。とであ J ; l= I 

トはつぎのように述べた。

は立法議会における審議の過程で，

G伝f壬投棄を繰り返し要求した。

本法は神したがって，党の立候補者は完敗した。

ザミーンダーノレ制廃止法の違憲性を弁じた。 1952

最高裁判所はUP州ザミーンゲー年5月5日に，

Iレ制廃止および土地改革法を合憲であると I志める この法律は立法議会議員の支型ーなものにな，) f：：＿。

持と大衆の積極的な支持だけでなく，その有効性，

衡平性および正当性について最高裁判所の権威あ

る判決もえているのJ（註36〕

他方，ザミーングーノレ制廃止に反対する地主側

の運動の指導者として活躍してきたK・G・ナー

ザミーシゲー／レ制廃止が l公共の

目的」に合致するかどうかという論点につし、て，裁

判官マハーゾャンは，・）ぎのように述ぺている。「廃

止の目的は少数の個人の子中への莫大な土地およ

判決をドした。

地主の敗北を認

4r 

ラーヤンはつぎのように述べて，

国家が掌揖する物的

資源の所有と管理をできるだけ公共の福祉のため

び生産手段の集中を廃止し，
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i!i i三円 「ザミーンゲ－ 1レf¥)IJ廃止はわがfl＇.！にお L、て

新しし、時代♂）閉幕を；三けるものであり， われj,,ft, 

i主神をf；；じ， 民衆の福祉を心に昨夏L、ながん守新し

い見通LをiI , ＇ご，；j-,れわれの午前山新よてな段階に

E匹、九人円、 f且［1:1ellために奉行ーLt，ければhんIi_,, ＇、
J., At .I , .1 ,. I t絶亡刀十る二土なく、 tJi L L、情i¥l仁通r,t:

L fよけ1l :J h「、tn、..I ,,1:i,, 

(' I l〕 Tiu・ lう（）ll(γr,Januλry 25, 1950ー

( T 2〕 Thi'!'ion内7二April2, 1%0 

( ,I :l I 7ん，.l'ionl'n, April 27, 19!1υ 
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ti: I介1/iljl主；j,iな J L i，れ lli'r'.J，てτt1 I• 'P: こ.1; t、： i,!Iii' 

L ', ご／ぷ土；l1il1''.J々長 l；あ；：， オt.'・ ？， 、＼；伝子い

¥j',c ,'1, _ii]) ji_t' '( i；七（ ！乙こと；て七／， ＇，＇ノ； J見：：・ > I 
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チドノ、 二t小，＇， ;,JU工、，，「lt,:; ；て Jy f,: I,,, 

L fこが 什！ドit'とな乙，，・パJ' ；ン i1・1, けらiじ：Iノr

j定方】j'l:r侍 i1I. < I; rトv;JUY:Jなネ士会主淀をむ；対＇ J之，，，，ノか，
それと i，在、企業、 T，，、’ dハ階級；： ,tJとJi可なI去ゴ）f片＇

＂量、 fl, /Tl！イ庁， [1"['1に，I,ベji壬以件j.j :jド？にlt fll/ iよな llli

1賞金引1::t' ,I, そ法、•.＇ J 定めろ ff/i ＼に tζiii可11,,1,i r之2

/~' ih；＇干，；）ji'J＿！，，守lむ千＼， :ru：議 5て.t; l：ア了liliJi i rfl;:/!I 
t,I；主主；自己 I_ , ;',  ／よ（YJf続キ J裁判Viル告主u! , ,11 J(rr'; n 
11; ~， n1 口－ I一ζil:/.)1.1, i/,1；定 lてrx::け山竺わぢえら .I:・i !( 

ム立支配f本市iiそ＇：11乍L、者I＇（可刀 ι干駐されてl、三ジJj≫c, 

1/1時 二、J) F、：：1-::Kl 長々；, 1!' 1. I. ・険古！；べ擁吐

42 

jえ＇Jを｛；こそがff皮すろためのものである。,J(The I'io・

ne<'r, May 4, 1950J 

(/!4) Thel》'ionen三May16, 1950‘ 

（社 5) The f’ioneer.‘May 15, 1950.上 μ己/lニ：1,・ 
r.i ,j・ I. t：よソ仁， JtllLけ凶民会，議派♂） ，~（1，准的ヴノ＇ －ソ

ル’）与｝ )) ’-~·,,/,,\ ;;,;Him lごL、t' J・プヌサー ト：iJ( I:勺

j主j、.：：＼二わけら／1,:i.. 見 f1Y Y,fi本’ぷに， .,・ ,/> I: ·oγ 何~￥ {1; 

I :: ', ;~ , 「J」v( '1：哀れ LU資本家に ~f{';・Jろか， J]l

(i' ,J) ,/z t'Iじれがモ仁J¥L、でし、三， jl仕掛lML.：＇.：を＇U弘Jら！：

めに（／， J1k f.) e↓Ii Vi',, 1あとにくるハ：：Jあなた h！）廃絶

fあろr 九人：hなfi'j阜、＇I.;,J＞行上，＇， i:乙{lむな ：.，υ，
l定以！ご件目！勺条Jf!んす卜人）去、上弓なJム怠［のやりむて庁

'. - C '' /l から史J也か1立Jtlさ；／l上う ιC I_ CI,、るll!iL二

/1111'1,J;i Jとい， ！~ ~ j J二態！主を採石＼主＂ I;'. 、，，J

!Tfi,, l'io11rl'r, May [!1, 1950) 

(ii.ii ) The !'ion，γr, May Hi, 1950. 
（パ 7 ) Th(' l'iom'1’r, Aug口ぉt8, 1950, 

！う -J :-i lj,', 

i j；、、－て， K・<;・-! 一ヲ← ヤ ／ :t ＇） γd J上う iご；主ヘーと

いメ。 I ,J、l'I人がザ、ーンダーん＇. l;i)IザEIfて，；j-iil1iUl忠影公’

q勾iJ アiC iJ, 点、iti', !;' ＇ド、一一ンター；［か，－，離れ Jじこ

とヰ守I／，.ご l; ／よし、ノ）i＇，ザ f ンダ ノLがJ払t）てi!: 

ゾJ奇， む＇，（ ill ＇；＇＇：“ I, :, 日＇.i'！：と n1－.，勺’人件e;11 (c ?'i ，プ

いろ i)i .t法命t,J:t!:Jうある nI (The T'io11ecr, October 

7, 19:iO) I≫] I ; f九｛舛I,t作i拘〔 J)ecernl附rIi, l '150, .lune 

ii, 19日l!,, L" l’1?1.ちくは：＇，） Iろ。

( I X ) The !'ion，γr, April 7, lりらl
(!It)) I，、.J. Moore and （二 A. I汁egdig, I.and 

Tl'ntl!'<' IA'gislation in Uttar l'radl'sh (Berkeley, 

l%!1), p，；，“ S. P. Si口只h:tl<J541f二に会議がに力Ii人［

' 0 

Cd lο） The f'io111γr，孔fayfi, 195L 

(, 1:11) The l'ioneer, .¥fay :,, 1951. 

(ti 12) The l'iοll(’er, May (i, 1951. 

(,11'.l) The l三oneer,May 18, l 951. 

(, i l4) Thr Pioneer, January 25, 1951. 

( !115） ド J.:Vfoorc and C. A Freydig, p .. 1:-J, 

(/I Hi) この訴訟，＇）判決の話料に JノL、て； I,The 

All India Reporter (Nagpur), ＼ア。L:l8, 1951, pp_ 

“74～702, Raja Suryapalsingh & others v. The {). 
l' (;ovt. 主主！開。

Cill7) S. C. Dash, The Constitution of India, 

a comparative Study (Allahabad, 1960), p. 402. M 
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V. f'ylee, Coustctutional (;overnment in Tnrlin (Born-

liay, 19fi.5), pp. 2%～2%ι 

(,UK) 入：ationallfrraldち孔farchJG, 1%1. 1、ー！

九fooreand C. A. I、reydig,p. 4'1i: ') i ill The l’iυneer, 

九larch!;1, Hi, l9Sl. The :¥{{ India !fr／附 Jfer. Vol 

1品、 1%1,pp.丙74～7il2

〔iI: L9) (IJ .，，主に·； 1. 、·~ : ' （ン；；：t,J、与；；mx,:I,),;;, 

;-1.:.: ,,f1'((1(1'i'/,li; 'J jリI11.I J 上f、Ii.Plλ ぷJ，ぐに＞ii，，；；！ャ i'1t 
1, l当J：：，上・，： !'I＇＇，；、｝ ζ：・, (<:1-11, r長ii¥'11;1,I立i’！＿；＇，主・n
fぃ1・:jl・、iii勺な＇1＼十； ：村主産千iを＇， Jt,11ペ’呼U:I F ド
, ) 'j 

h＼，与14:1＇！＇，、 , )) j列者I: <J iる・1・.r，了in全人？，江；48争，；；主
主t;J ,. ＇＂・、1¥';'¥' i I (i[ （止し＇1，；百年三ii!！て！＼＇＇%！ I. ', 7，っ

’／＇he cl/! I11dic1 lfrJ’ort山，＼＇nl.:l8町 ElSI、p.fiS:L 

〔112（）） γh,・ I’1011eer, l¥!ay 11, 12守 1% I Th,・ .•1/l 

India Ref)(Jrta, Vol. '.l8, 19:il, pp. 吋広｛， β8S～fiilfi 

( 11 21) The Pionc!'r、May ::o, iリらi

<,1.22) S.<'.ll川 Ii,pp. -illコ～404‘九L ¥'. l'y!e（・、山／人
ii人 pp.2~1内～ 297. ・1’he !'ion，γr, （）ιInlier 1五、 19fil

ii12:3) The l古川Il'l'r,July l-1, l叫：，］ ド J. ~loon~ 

and C. A. Freydi仏 p.ci:l. 

( (1=24) 1: ,I. Moorピ and 仁 A Freydig, μ. :,8. 

( ;_ D. Bihani and T. ¥'. Rama Rao, t"d., India ,1f 

ii (;lan,・c、a （＿’ο川／リ・ehensii'C !fr/f'n'!I<'t' liook川 t

India r:Romhay, llJ:'i:11, p. 101 

（ぺ：；sJ 'J'he l'i〆JIii＇（＇／＇、 .lune:¥0, 1%0; July ;i, Iリ：，！

じ D.Bilwn, and T. ¥'. Rama Rao,ed., pp.り1～lJt. 

（ι！：2G) Hhowani Sen, pp. 98～咋l. C. I). l¥ihani 

and T. V. Rama Rao, eel., p. 11 :~ 
（｛主27) < ;, D. Bilrnn, and’r. ¥". Rama l《出入 pp,

124～125 

〔tI二28) 1;.11. L¥diani anrl T目 V.Rama f.ふれ＞， ed., 

p. 10fi. 

(;r:29) The Pioneer, ¥fay 2:l, 195L K・（；．｝

ラ ーhン，｝） .'C. ? ".! にかけるがi,bl。

〔il.30) The l'ioneer. January :l, 1%:?. F J 

¥foore an 〔i仁 A.Freydig, p. 57 

Cl<HJ S. V. K O日ekarand R. L Park, ed., N.e 

ports on the Indian General F:leεtions I.!J!i I 52 

( Bombay, 1%6), p. 155 

C ,t:i2) The r；οnerr, May 20, 19fi:Z. F J. M什ore
and C. A. Freyclig, pp. 5lJ～fiO. 

（レζ:33) 0.ド 1¥ggarawala,Cases 011 the Consti 

lution of India (1950 57) (Delhi, 1958), p. 211. 

(il34) The i’wneer, May 6, 1952. F. J. Moore 
and C. A. Freydig, p. ciO. 

( /U¥5) ( ). P. Aggarawala, p. 2:n. 

〔il:lii）九＇ational lfe,ald, May JG, 1%2. F. J. 

rvfonre and仁 A 下reydig,p. fil. L ご •Jill!,,

CiH7）’I'll(’f'io11ecr, May fi, 1%2. 

む ぴ

以上，主として ThePioneer最f¥:i：に掲載され

た；氾手（＇ 論説に依｛~して， lll' HIザミーングール

:l,l]J窪JL::H上びiづ也iY＞（革j去の1戊立i品毛主を， インドIT.I

11.:;会設派内政策とそれに対応する地主側のザミー

〆ケール；ちIJ/1［止反対運動の民間を中心にして，；？~

述Lたわけであるか‘ そALI；‘人つぎのように結II命

するごとがぞきょう。

イ＞ 1：、の独立が確実になるにつれ C, iで欧：γJl,

ジ1 アン一、 労働者階級宅農民！説、その他の利害

集円iv）利益企代夫するケル－－fがそれぞれの .＇［J{J・ 

か.－，)!P,＿，引をの fンド経済開発,i¥・]t!Jj0）一環ELて、

ヂミーン守ール#fljO）｝定止を要求する！上うになっご

iヒ，インドr1司民会議派は， その内に種与の忠忠

ゲ 1t,, －~／ 全 ftみたカh んも， 全｛￥としてプチ・プル

将を合む民族ブfレジョアンーの利害を代表する立

場から第 lに経済的には，農民！言を直接把握して

食揚増産， 工業原料の生産増大のための施策の効

果をあげるために，第三に政治的には，独立前後

のインド国内における階級的対立の激化，国際的

には中国における共産党政権の成立といった要因

に促されて、 私有財産の不可侵性というフツレジョ

ア民主主義の基本原理を擁議する立場から，ザミ

ーング－；レ制の廃止（.二踏み切ってい／川七。 このこ

とは， イン iご憲法における財産権条項の制定およ

びその後の修正の過程にあらわれている。

C p州に111-!－） てみれば，インド同民会議派は
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194fi年 i)）選挙綱領におL、てザミーシゲール市！！の廃

止を公約し午がらも司 その廃止のft}jおよび廃止

｛をの農業生産問係のありかに’パ、て， 統 －（rJtr ,ti・ 

1由｛が Eえも》て／1，＆ されど L、た，わけではなか寸

たり小II旧民会議派内にi士、 あえとし、J 子 fしをはど〉

とt11 I に現状維持、マルシ 7 アjそj主義， I ft 

11'.::1二j主｜、 プ 1・f ポル（iJ，台、進主義， ！？［今会主主党 i, [ I/ 

i)';i＇長l fょと桶勺山手！！？？集l、 ti を代表~1- .(.,},£1)11 

ケ，， ・-・/ !J＇、，h:1、 ぞれそjL 'M ／よらしiむL'."1革案をJJ{

OJとしご、、fこ｝ 1: l’JIい：ーン 'i-,, ;j]lj応ti：主主日会

｛ノJw)J;',:ti:i, '・ J にそれに ι と♂ ＞＇. 、て （'111 ＼く.－~At!:_ l; I》

川，rと・-, .，.ー1,in1Jr克止むよ i：、！；｝也L'く不出、；上、三
;, 1 ,-, rn ,, )) 1 1山改革案山主ことににく λふ1/i点と
（ー’＇ ＇” r d、ベペムIi1 .'/ ナ〉 . J一一

t Jj血l::一一川、ご九ゐと、 小（icに／Hしごふる i

j山パ；Eどk I｝卜、て収用 v•Xt匁になるか、 l’i }J¥:J也

とし ff長以しごあふ i：地；よ， liiif点／）大 fトに点、かわ

りべ：無it1J1:u：－守 1111山主が（呆fr士継続・！る二とを

, .. ~.d ， 九れ／二＂ こっして， RI[肘守；係h)jノど｝＝｛十iと .J一〈

白木i一；i宅｝下J；，しく l上」くI；ミ白＇.j妊4；己：F‘ h、ご、いi土lf(j主1j: 二

住Ei品ti'：に土コi「る15-f副IJ7Jを：主とし亡守 〉く／トl't'人も

しく；t隷属的状態、にあζ、不可制！時代記に依｛正す

る， 雇役白りとで l,・，、 .－！ I二き上 I),1111、形態の経常山

ιi式全容，it'.・ I＿ている。 ，））みh,-. rカースト市i]iこも
とづく慣行に上〉て自らだに触れることを然止さ

れており，中・低位力ーストに属「る， 3乙小f1一人

の雇役的労（主bL しくは隷属的常雇の労働力に依存

する，高｛j'［カーストに属する手作り地主お上び／ト

什二農k屑のために， 協同耕作者と L、う名目でも一》

てー実質的に物納小作の存続全許してL、る。ころ

して身分・カース卜il¥l］を維持する経済的尽盤をあ

る程度残存せしめているの この結果、 ザミーンゲ

ール制廃止法実胞が！の数年間に， i也7仁 l~t ，＇干i去づI＇，守

法の手段を汗して小{1:人を；自し、立てて， もと d川、
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IN也を自耕地として登録する動きをみせたc CP  

,J-1、｜における地主自耕地たるシールおよびケドカー

シトの而fr{／土 1~M-1 ～，JS年の 7:1s 万羽目的ヱーカーか

九日目i～s:21n:n 74:i 7i 1000ヱーカーに，キワ宗万
r.-f} -K'l力IIした＇＂ 1 'oザミーンダールlM廃止nii

のlO年間でi上、地主が小！？人から取り上げた土地

i厄紡U:104 Ti工ーガーで， ll P+i'Jvi保有地総illi積

[/) ~.－－1% に及んよこ I., 2）のシー1t.・およびクド力ーン’

ト，ri:有続十4¥)jljcl）ザミーンゲ－ 1[,階層のうんで、ど

の附がも J ，とも-tく小｛乍｝也をIf主り上げたかについ

ごは；；下細le資料がなL、， Lかし、 ザミーンゲール

制廃止11Hf去の林作保tr地面積の変動に J 山、ての資

午、！を九ると、保有地境続：ちljでi主，10エーカー以上！札

付日付｛！＼＇） では｝副党的もしくは雇用労働依存の上層

！央J(,1i.lt1｛｝に減少，不均二点 J I ,I:: i,大きL、（ :l＼こti

it, 大主n模保有地内::fd五i：円分；1山γJ:l'.たことを

立iiますふヒ同li'fに、 ザ iー〉午、ールfJjt]廃Jtfi(j数年

間仁顕i¥f こな• I ／：－＿シール・ケド ・／1－＞ トl高積の拡

大が；， ：：をして｛I村の中小 1ドミーシゲ－！レの f'~ 耕

j也倣： l'i~山中)j きに起［kl tるものであることを立11.去す

るのではたいとんうか。 とれら中小ト！？：ーンゲー

Jt.（土， ・t.r生地主でいな〈， 子／1てり経常に依拠すーる

L c!>, ！＇！作地主ふるい i士｜’Jfic農であり、農民階層

どしても富良， 14J J主あとミいは貧農に入れられる，ζ

._'; 1, (I）であ〆｝たη

つ F、に、「農民主義者iの要求に J ヲL、てみると，

u E》Jι！、

私11主＝たえて，将来土地を取得する場合には，現在

保訂しているものと合わせて加工ーカーを越えて

はな「〉ないという制限を認すとともに，分割の結

果保有地面積が t)}5工ーカー以下になる場介の分

討を然ti:L, さらに特殊な場｛tを除いてはまた貸

Lを禁止することにより， 「白営農民層iを広範

に創出，維持しようとしてし、る。ここでし、う「白



営農民層」とは， 系譜的には中小ザミーンダーノレ

（手作り地主，自作地主，自作農）ならびに占有小作

人および世襲小作人のような旧特権小作農上濯を

ふくみ，経営類型としては雇役的なもの，かなり

の程度雇用労働力に依存するものおよび自家労働

力を主とするものを含み，農民階層としては富農

および中農を含むものである。 さらにそれは，ザ

ミーンダー／レ制廃止後の土地所有・利用の権利内

容を異にするブーミダールとシールダールを含む

ものである。ブーミダール権とシールダール権の

区別は，すでにみたように，本来意図されていた

ものではなし地主に対する補償金を拾、出するた

めに創り出されたものであった。これはUP,J,H［玉l

民会議派政府が地主に対して妥協的な態度をとっ

たという側面と同時に， すでに土地のみならず産

業の固有化を主張するほどに資本主義的諸関係が

発達していた植民地的後進資本主義国インドにお

いて， 私有財産の不可侵性というブノレジョア民主

主義の根本原理を守るために， 国家による私有財

産の強制収用に当たって有償原則を貫かなければ

ならないという側面をもっていた。

さらに， プチ・ブノレ的急進主義者とでもャうべ

き．クツレーブ。の耕作協同組合創設案を生かして，ザ

ミーンダーノレ制廃止法は農民が自発的に耕作協同

組合を組織する場合には， それを認める条項を含

んでいる。

しかし， 零細農民や土地なき「農業労働者」層

の土地再分配の要求には， ザミーンダーノレ制廃止

法のなかでは全然こたえていない。そればかりで

なく，先に言及したように，協同耕作者という名

目で，零細農民および土地なき「農業労働者」に

よる実質上の物納小作を容認さえしている。

最後に，以上のような種々の階級問および階層

聞の矛盾・対立を緩和し，村落の社会・経済の調

和のとれた発展を保証する制度として， 「ガンデ

ィ主義」に由来するガオン・サパーあるし、はガオ

ン・サマージが設置されることになった。

以上のように， UP州ザミーンダール制鹿止お

よび土地改革法の内容は， u P州国民会議派内の
種々の思想、グループ，なかでも「農民主義者」，

「ガンディ主義者jの主張を大幅に取り入れなが

ら，手作り地主， 自作地主層の利益を損じなし、よ

うにするものであった。こうして，法律の条文の

意味するところから判断するならば，土地利用の

側面からとらえられた農民諸階層の立場および相

互関係には， ザミーンダーノレ制廃止前後で根本的

な変化が生じなかったといってよかろう。

それでは， ザミーンダーノレ制廃止法がもたらし

た変化は何であったろうか。それは寄生地主制的

諸関係の大幅な縮小である。ザミーンダール制廃

止以前には，保有地総面積に対する小作地の割合

は80%に及んでいた。廃止後はその大部分がUp 

州政府に帰属することになり， もとの小作人の多

くはシーノレダー／レとして， 地祖の査定・賦課・納

入の面では， ザ、ミーンダーノレを聞に介さずに，国

家と直接関係をもつようになった。

もっとも， この，¢，＼についてはつぎのようなUt-t!J

がある。 1859年べンガル地代法にはじまり1939

年UP州、｜小作法にいたるあいつぐ小作立法によっ

て， 1945/46年には小作地のうちの約90%が占有

小作権および世襲小作権のもとにおかれ，地主は

小作期間， 小作料額を任意に決定することができ

なくなり，小作人は小作地の相続を認められるよ

うになっていた。したがって， 占有小作人，世襲

小作人がザミーンダール制廃止法によって， 保有

地に対し譲渡権はもたないが，相続権をもっシー

ルダーノレに転化したといっても， 単に名称の変更

にすぎないのではないか，という批判が，羽T.C. 

4ラ
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Nealeおよび F.J. Mooreらによって出されて

いるC •! ＇，，しかし，こ ，！）l，（については， 1)(j近代的

な寄生地主・小作関係の大幅な縮小トこどもない，

小作人舗が前近代的な人格的束縛， 支配・被支配

関係から解放され，少なくとも法制的には自立性

を獲得したことのほうを出〈評価すべきではない

かと筆者1土考える。この点マ，未耕地，森林，市

場，井戸，貯水池，住宅区などが，十Mii府に帰属

した意義を過小評価してはならない。

1957～58年から 1959叶 j（）年までのけ力if閣の年

平均で， up,J十｜の保有地総面積 454：~万エーカーの

うち，ブーミダーノレ権地が1512万エーカーで：1:1.28 

%，シールゲール権地／；， 2'.J何万エーカーでti!'i.9%,

アサーミー権地が36万二rーカーで0.8＇；｛，であった

ブーミダーYレ権地面積1512万エーカーのうち

45%1:J:, I「iFミーンヅー／1,の自耕地が「1動的に転

化したものであり，残リロl55%は小作人か買い取

った分であった。ブーミダーyレ権者とシールダ－

yレ権者と；士，人格的に明縫に分かれてし、るよりは，

i司一人がある土地をつーミグール権でιって保有
し， 他の土地をシールダール権でもって保有する

というように， 自分の保有地に対してニつの保有

権をも勺てv、る場合がか／なり多かったり uP州内

の81カ村の調査の結果によれば，保有地面積の

50%以上に対しでもっている保有権にしたがって

保有権者を分類すると，保有権者総数のうちブー

ミダーJl,権者が21%，シールダール旅？仁う、： 78%,

アサーミー権者が10%坊であった。 f一之ダ－.Jレ
権者のう%， 自らの保有地の全部をブーミダール

権でも〉て保有してν、たのは半数にすぎず，残り

半数はその保有地の一部をイーミダ－－－！レ権者とし

て保有しているだけであった。同じように，シー

ルダール権者のうちの 26目36%がその保有地のー
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部をブーミダーノレ権でもって保有しており， アサ

ーミー権者のお同%も若干の士地をブーミグ－

Ii;権でもって保有していた。

しかし， ～般的にいって，ブーミダーノレ権者は

高位カーストの農民の聞に多く，経営様式も雄投

的もしくは大農的なものであった。このことは！日

ザミーンダールの自耕地が自動的にブーミゲール

権地に転換されたことから予想されるところで、あ

.:;, （出 6）。

すでに述べたように， ブーミグーノレ権者は土地

の相続および譲渡の権利を認められており，土地

の用途に対してもなんら制限を加えられていなか

った。これに対し，シールゲール権者は土地を相

続はできるか，議渡を認められず，土地の用途も

幾業，閤芸，宙産に限られていた。またシールダ

｝／レ権地に賦課される地税は， かつて地主に納め

--L、た小作料額と等しく， ブーミダール権地の地

問の約2倍であった。しかし， その額はUPJ+li主

体の平均で 1：：巳｝カーにつき 5.7；レピーは7）にす

ぎなかった。第2次大戦後のイシドにおける農産

物似＼i格の上昇率を考慮するならば， ブーミゲール

権地と、ンーノレダール権地の地税負担額の格差は経

済的にはさほど大きな問題といえなし、。問題なの

はむしろ， 上に述ザミたように，ブーミダーノレ権者ー

が概して高位カーストの農民上層に多く， シール

グーノレ権者が主として中・低位カーストの農民中・

下層に多いことである。これは身分・カースト制を

ある程度残存せしめる制度的要因となってヤる。

L寸三れにしろ， if：；；ーンダール制廃止の結果，，j、w
人層に代わって，自らの土地を所有（ブーミダーfレ

権者〉もしくは占有（シールグール権者）する！農

民的所有者層jが広範に創出され，寄生地主！昆

特に寄生的大地主層が排除されたということがで

きょう。この「農民的所有者層」は， けっして均
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！長ir1》Lげではなく， 出It階！民としても‘経営原型

からλてt、傾々のものをふくんで」、たり

出干／~「 f 〆ド司 i車台！ト｜における七地保有と，J、作

間（系 ←I川（）年代前後 I iこ.L」、 C.汁II寺山UI》

,I竹内農村社会において，（1）イ寺、）ス帝国主義およ

Jその社会的支柱たる地主層と jト｛1：人情，（21寄ll;

A'J大i也主と主Eして中｛立カーストiこ属ずる小fl'人

！？号、（31主として高位カーストに属する子fl:l) 1也＋

および小｛'I'人ヒ層と中・ 1丘f.＇，：カーストに！点する時

又小門人：t;よJ 「n業労働者J）長との間に，みf立・
抗争♂〕発生する経済的契機が；認められゐと指摘し

てIコし、だc ,n I C）｛（は説H片不lj.':ごあ., ・-c, イ干リ
スWUl'.:1也政府；二上る地＆の:ti定・は諜によ J Pて杭

1斉的影智2:'.i，っとも強く受けるのは、予ifl）地主，

IJW地主町内/'I：民間であり， ある＊{11：内 Fではこ

;j L ；，諸階！両方.( -t：；ー 11ス帝国主義に反けする引き i

みせることになん .・） ., l '.l 三 ~j ＼＼＂－の財界経済大恐慌が

主さにそのにご）；＇；；＿条件全挺（戸、したっ ノに；出慌の影宅？

で所得円減少しよ二子｛1：り地主， iιi {1±也L !'Ifft~ 

v') ・・til；か地目イミ納運動さご， 主／こ小w人i（三：土地代イJ
払運動をはし約たυ インドllJ民会議派はこのよ・〉

/.c自然発生的に運動を組織化 L々 がム， ；；ミ村地域

にその影響力を拡大してレ＝たυ その推進古と／£ 

J たのか， f./1二IJ地主，自作地主心ど中小規模－｛！

村地主；if;であ jだJ 都市に在住オる’fr，！£，弁議J二，

教師、 事務民、その他J）知識人i舌らっちくも三ぴ）1，刊

の出身であ J Jた lI ぷ｝υqIi］、規模｛E村地主回および

系ポ的にそ.／Lら；こ連／.f_る都市frfJJ）政治運動家fこ

んが， ザミーン夕、ール制度の無！Wfき1Hと要求十ゐ

小作農民国しりj軍10J‘ 主としごtl1• fJU'L 'J ・- ！， トに

属，する又小iド人， ｜民業労働者J：苫およコ、小fft:: 

下層の土地再分配要求運動の急進化を未然iこ防く

ため（・I 9にう寄生地主;¥jlj（ザミーじ 1/_,e,制の似リ出）

の廃止を公約・推進？・ることに上・ / (, ・J,ti土／ト

Wt主層全体の支持を確保したと考えられる。また，

経涜的には， イギリス帝国主義支配およびその社

会的支柱とな－.，て」、た寄生地主制を廃止すること

により，農業生産増大のために国家財政資金を確

｛呆しゃれ、制度的条件を創り出したものと考えら

れる。

以kのことは， ザミーンダール信I］廃止に反対す

る地主！Jlllの運動の参加者がアーゲラー・ザミーン

ゲール協会とアワド英印協会に泌する寄生的大地

主に｛絞られており， 中小ザミーンダールのかなり

の部分が反対運動に積極的に加わらなかったばか

りでなく、 むしろザミーンゲール制廃止を推進す

るi1J民会議派を積極的に支持してし、たことから結

日おできょう。

こうしてザミーンダール制廃止法の施行の結

果，寄生的大地主が排除、され， 少数の又小作人を

除き、 ほとんどすべての小作人が，ガオン・サソ

ーン、を通じて同家と山；接に関係するンーノレゲール

権者になり、地主の念、宜的な小作料の1JIJ:.rf,j色

＼［；てから解放されることになった。政治的には，

地主主：f小fl二人の古~l近代的階級関係が大幅に解消さ

)L, ハンチγーヤトの支配権ゃ土地管理委員会に

よる未耕地の分配， 出家財政資金の獲得，農業政

策をめくる農民諸階居間， また農民上層と土地な

き i農業労働者j との間の対－＿.，＇［＿やカースト間ある

いは派閥問の政争に転化さjvtこc 他方，政府はも

との子作り地主，自作i也主，小作農上層（τJ：とし ζ

Jl,¥.(1；のずーミブーノL照）を主要な支柱とする pと：.，チ

¥' ..ヤト制度を通じて，村落支配の機構をれI]り／l¥

したり；良民的剰余の処分をめくる経済的側面では，

Iii ザミーンゲールの取り分が州政府に引き継が

れ， 十日財政の歳入を増加させることになった。し

かし， 協f賞金の支払い，そのための政府機関の土台

」費出などをごた販に人れるならば， 短期的にはんも
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人の純増加はほとんどなかったとい，、てよい。農

民の立場からみるならば、 ・t'r1i fムL、内閣小作料，

J主辻、な諸賦課金，強制労働など，地主による搾取

が縮減した。だが， 問趨を土地利用の側面からみ

るならば， ザミーンダーノレ制廃止時の保有地規模

に何ら制限を加えず，土地の再分配が行なわれな

かったために，経営保有地の配分の不均衝はほと

んとそのまま残った（frlll!O 

以上のように， 1950年 UP）十｜ザミーンダールlliiJ

廃止および土地改革法れ施行の結果は，直接的な

経済的効果よりは，政治的に寄生的大地主層を排

除し，村落の事実上の支配属であったかつての手

作り地主，自作地主など在村の中小地主， 自作農

および小作農上層を把握して，政府の農業政策の

実胞を容易ならしめる制！史的条件全店1］り出した点、

に ~gめら ft, る（注11\

llP ・J十lザミーンダ－Jl,制廃止および、土地改革法
が， 村滞の社会経済構造に民体的以どのような変

化をもたらしたかは， 寄生的大地主，寄生的中小

地主，手作り地主あるいは自作地主のようなある

地方で支配的な地主類型， 占有小作人，世襲小作

人、 （壬立小作人など権手IJ内告を異にする小作人の

儲類、雇役的経営，資本主義的経常，あるかは富

農・中農・貧農など農民階層と経常、傾型， さらに

力ースト・身分階層構成の差異に応じて，地方

ごとに，あるいは村ごとに異なってこよう。 これ

までに発表された事例調査の結果は，機会を改め

て，とりまとめてみたい。

(l E 1 ) B. Singh and S. :Vlisra, , 1 Sttu.かofLand 

i<げ川msin Uttar Pradesh (Calcutta, 1964), p. 35. 

( il 2 ) B. Singh and討 Misra,p. l(i3. 

( ,J :; ) B. Singh and S. 1¥fisra, p. 154. 

（し：＿L4) '¥V. C. Neale, J,'conomic Change in Rural 

India (Yale Univ.Press, 1962), p. 243“ F目 J.Moore 

and C. A. Freydig, Land Tenure Legislation in 
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【lttarl'radcsh (Berkeley, 1955), p. 80. 

( Ii 5 ) B. Singh and S. Misra, p. 121. 

(ii 6) B. Singh and S. Misra, pp. 130～U2. 

(rj 7) B. Singh and S. Misra, p. 1:34. 

（注8〕 D.A. Low, ed., Soundings i珂 Modern

South Asian History (Berkeley and Los Angeles, 

1968), pp. 12～13. 

（位9) 農民運動については，

,1,・t'i ii' WI Ifンドの農民運動とfj也t吸不 全fy ド

呉氏H[{,})I；（立から土地改i（，法成（,:Iご:iiろま亡の－J

OMff文化1,34サ〕ロ

空.l::111(1「j' ／ ド掴民会議派と農民【宝,f,)]1929～却J（『大

｜以外Ile¥,,/', f: '"f:学報』， 第18号， 1%8年），「土議iJr＇社会

党JC『国際関係論研究』， No.3, 1968年10月〕。

(1110) ザミーンダーノレ制廃止前後の経営保有地の

鋭機別分イIiは次表のとおりであった。

ー
に
つ
日
示
日
l

～
、
～
～
～
い

、，l
二

1
3
0
0

4
1
ι
j
z
k
t
a
qリ
r
J

Ul', lli) The National Sa，，ゅleSurvey, 8th round No. 66, 
p. 47. 

上炎からも明らかなよ〉に， UP州のみならず，イ

ンド全体の農業問題の中心になるのは，本細農民およ

び土地な雪「農業労働者j層の問題である。とのよう

仁膨たな－~－，制ii農民および土地な 7 「農業労働者」層が，

. ) ；＿うなけ会的系譜のものである IJ•' ＇.、かなる 2士会・

託流（（）過f'r'.t通じて形成されてラたJ’か，そ I.C現在

!/) j' ン！の；上 it ・経済のなかでど ！） よソ·~，：Vt ti~りもの

として位置づけられるべきかという諸点は，稿を改め

て論ずる予定である。

( ll:11〕 山賀正J!IJ「（インドの）村浩における指導

線と土地改革」（『アジア経済』， 1966年3月号う。

すでに1930年代に，大地主層が農村地域において政

治（r'J泣＇1".')) ＇.＇.失っていたことは， P.D.Recncs，“Land-
lord只 andParty Politics in the United Provine田J’

inパ川げ，dingsin !llodern South .1.,ia11 I listory, 
ed. hy D. A. Low, pp. 261～29:1.においく明らかに

とれにし、る。

（調査研究部〉
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